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との敵対的関係を生み出したといえる｡ だが, 日本のメーカーとの熾烈な競争のなかで,   年
代の後半からアメリカにおいても製品開発過程にサプライヤーを関与させるように変化してい







い製品を効率的に生産するために必要であるが, 本稿では, 二つの課題を研究する｡ ひとつは
生産活動を企業の内部に統合することと外部に依存することとを区分する基準は何か, という
ことである｡ そこでは主に, 取引コスト経済学の成果を検討することによって, どのような要
因により企業への内部化と市場への外部化が規定されるのか, また下請・系列関係が含まれる




かもしれない｡ しかし現実には, 親企業による管理や調整が効率的に行なわれており, それが












はじめに, コース説の要点をまとめておこう２)｡  市場メカニズムを利用するには, 取引相
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１) 拙稿 ｢比較経済組織論の有効性｣ 『立教経済学研究』   巻２号,     年  月｡ この論文を中心に学
会報告 ｢比較制度論と系列分析｣ (日本経済政策学会関東部会,     年１月) を行なった｡ 当日, 貴
重なコメントをいただいた植草 益, 瀧澤弘和の両氏に感謝したい｡ なお, 本稿は日本的生産システ
ムの分業構造, 競争関係の分析を深めることで前稿の続編をなしている｡
２)                                                                                                                    . 宮沢健一, 後藤 晃, 藤垣芳文訳
                                            
手を探して契約したり, 契約の実行を監視したりする費用がかかる｡ したがって, いろいろな
生産要素が必要になる生産は, 市場をとおして生産要素を調達していては費用がかさむことに




従わざるをえない, ということがある｡ たとえば, 雇用契約がその典型とされる｡ しかし す
べての生産が企業に集中するわけではない｡ なぜかといえば, ①企業内における調整には規模
の拡大とともに収穫逓減が作用する, ②組織における判断の失敗が増大する, ③大規模組織へ






て企業組織の成立を説明したことにある, といえる３)｡ また契約の経済学と違って, コースや
ウィリアムソンが企業組織の特徴として資本家・企業家による命令や権限を認めていることは,





ことになる｡ しかし, 企業活動による利潤の発生は, 取引コストの比較のみで説明がつくので
あろうか｡ たとえば, 生産要素の新たな結合による生産費用の低下も利潤を生み出しうるはず
であるが, コースはそうした問題を明示的に論じてはいない｡ また新古典派的方法では当然で





『企業・市場・法』 東洋経済新報社,     年｡                                                                           .
３) 私見とは立場を異にするが, 新オーストリア学派の主観主義的観点から取引コスト論を再検討した







に, 労働, 資本, 土地という生産要素が市場で取引されるようになるのは, 封建的・共同体的
関係が解体されてからである｡ 市場における企業の発生が問題にされるが, そもそも市場がな















を従わせる力を持ってはいない｡ たとえば, 雇用主ができるのは, 従業員との将来の取引を停
止したり (解雇する), 契約不履行で賠償を求めたりする (懲罰する) ことができるだけであ
る｡ 雇用主が従業員と取引することは, 消費者が食糧の購入のために小売商と取引することと
契約としては同じことだ, と主張するのである｡



















ないであろう｡ だが, もし監視費用が怠業による費用を下回り, 生産性の純増が確保されるな
らば, チーム生産が効率的になるであろう｡
このようなチーム生産において怠業を減らすためには, 誰かがチーム・メンバーの監視者に
なることが必要である｡ では, 誰がなぜ監視者になるのであろうか｡ 協業する投入要素の所有
者たちが, チーム生産による生産性の純増＝残余生産物を監視者に与えることに同意するなら
ば, 監視者 (このばあいには企業家) として働く誘因が生じることになる｡ 監視者が専門家と
してチームの怠業を減らすことに成功するならば, 残余利潤を獲得できる｡ この監視の内容に
は, メンバーの行動の測定, 報酬の分配, メンバー構成の変更などを含む｡ 要するに, 監視者
はチーム生産を効率的に管理することにより, 投入要素への事前に合意した価格を超える残余
利潤を稼ぐことができるのである｡ チーム生産のメンバーは, 監視者に残余請求権だけではな
く, チームを構成したり, 活動を管理したりする権限を委譲する｡ だから, 企業家としての監
視者は, パフォーマンスの誘因や雇用契約を変更する権限を持つのである｡ したがって, 企業
家としての権利には, ①残余請求権者であること, ②投入行動を監視すること, ③中心的契約
者であること, ④メンバー資格を変更すること, および⑤これらの権利を売却できること, な





















る報酬を上回る残余生産物が生まれる可能性があるからこそ, 企業は組織される｡ だから, 中
心的契約者と個々の生産要素の所有者との立場は, もともと平等ではありえない｡ 資本家の持
つ権利は, 従業員への指揮・命令・規律・解雇などを含んでおり, 市場関係における自由とは

















く取引は, 商品交換として行なわれる｡ そこでは私的生産物の所有権の移転がある｡ これにた
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として区別している｡ このような分業の把握は, 生産力の発展要因としてのみ分業をとらえた  スミスの見解とは根本的に異なっている, といえる｡
封建的・共同体的関係の解体のなかから市場が生まれてきたように, 市場の発展のなかで企










の内部化により取引コストが節約される｡ これらの要因によって, 生産単位の内部化, 企業の
統合化が進められる｡   チャンドラーの ｢見える手｣ による企業統合は, このプロセスをア
生産システムの制度的構造    
７)          . 同上,        ページ｡ なおこの問題に関連して, 社会的分業の展開と下請中小企
業の存立条件を検討したものに, 中内清人 ｢中小企業と社会的分業とについての若干の理論的考察｣
(『立教経済学研究』   巻２号,     年  月), 渡辺幸男 ｢日本機械工業の社会的分業構造 (上・下)｣
(『三田学会雑誌』   巻３号,   巻４号,     年  月,     年１月) がある｡ また企業内分業と企業間
分業という観点から日本的生産システムを論じたものに, 橋本寿朗 ｢日本型分業システムの形成｣
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８)   チャンドラー   『経営者の時代 (上・下)』 東洋経済新報社,     年｡ とくに序論 ｢ザ・ビジ
ブル・ハンド｣ において, 企業統合の根拠を取引コスト経済学における内部化の理論に求めているこ
とを断っている (     ページ)｡
９)                             . マルクス, 前掲書,    ページ,        ページ｡  ) 中村 精 『中小企業と大企業』 (東洋経済新報社,     年) は取引コスト経済学を意識しつつ, 日本
の下請制を大企業による中小企業の準垂直的統合としてとらえている｡ また末岡俊二 『下請中小工業
研究』 (文眞堂,     年) は下請制を親企業による中小工業の ｢体系的制度的利用形態｣ であるとと











が生じ, 資産特定性により関係に固有のレントが発生する｡ 資産特定性とは, 取引関係に固有
の知識や経験, 特別な機械設備, または取引関係を当てにした立地などである｡ たとえば, サ
プライヤーは顧客に固有の製品を設計し機械設備を整え, 技術要件にたいする知識の習得など
に費用を支出しなければならないが, これらの投資は相手との関係においてしか特別の価値が
ないものである｡ これらの資産特定性が形成されるならば, 意思疎通の円滑化, 技術条件への
適合性, 生産の効率性が生み出されて関係レントが生じる｡ だが, このレントの取得をめぐっ
て当事者間に機会主義的行動が生じるかもしれない｡ なぜなら, 特定的資産は関係に固有のも
のであり代替的用途においては価値が低下するからである｡ 買い手はこうした相手の弱みに付













これにたいして, コースは    年の連続論文において反論している  )｡ 第一は, ｢企業の本
生産システムの制度的構造    




明ではなかった, と自己批判している｡ だが第二に, 設備の賃借による工場経営や百貨店にお
ける競争入札による売り場の配分などの事例を挙げていることから分かるように, 単純な経済
組織の二分法を取っているわけではないとしている｡ 第三に, 垂直統合することは, 各々の事
業部門の馴れ合いからインセンティブの低下を招き, 怠業費用の増大をもたらすかもしれない｡
したがって企業組織の拡大は, 運営費用の増大により市場を利用するよりも非効率になるばあ































面に従って製造している｡ 対照的に, アメリカでは  ％だけがブラックボックス部品を供給し,  ％は貸与された図面に従って製造している｡ このように日本では, 社会的分業に依存した生
産・開発システムが構築されているのである｡
しかしこの調査は  年代のものであり,   年代に入るとその差は急速に縮小していると見ら
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(出所)                                                                                                                    
  ) 藤本隆宏, キム・クラーク 『[実証研究] 製品開発力』 ダイヤモンド社,     年,    ,        ペ
ージ｡ なおそれに関連して,   年代日本における取引関係の代表的研究は, 浅沼萬里 『日本の企業組
織 革新的適応のメカニズム』 (東洋経済新報社,     年) である｡ また  年代における日本の研究開
発については, 明石芳彦, 植田浩史編著 『日本企業の研究開発システム』 (東京大学出版会,     年)
を参照｡  )                                                                                                                                                                                              . 本節での考察は, リッカー＝
















知る唯一の方法は, それを製造し試験することである｡ だから, 十分に機能する試作品が, 設
計過程の初期にシステム全体を試験するために開発されなければならない｡ さらにシステム・











イヤーがフル・サービスの能力をどうして展開するのか, という点が問題になる｡ 以下, これ
らの点について考察しよう｡
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  )               .  ) 日本におけるサブシステム・サプライヤーの役割や  年代における下請分業構造の変化については,
池田正孝 ｢自動車開発におけるサブシステムの展開｣ (『商工金融』   巻２号,     年２月), および








割することである｡ 自立的とは, 部品間の複雑な相互作用がサブシステムの内部にあり, サブ
システムを越える相互作用がほとんどないことを意味している｡
日本においては, これらの自立的サブシステムは, 下請階層構造の一次層サプライヤーから






































与していない｡ エンジンの空冷ファンのサプライヤーは, ｢彼らは通常, われわれに性能やパ
ッケージの制約などについての目標を示す｡ たとえば冷却ファンのばあい, 空気流量, 電流消
費, 大きさ, または直径, それから重さが与えられる｡ これらが主要な特性であり, 彼らが図



























なすべきことは何か, ②これらの時期はいつごろか, ③顧客が期待することは何か, について
曖昧な点はない｡ 製品開発プロセスは, 新規モデルの構想段階, コンセプト段階, 試作品段階,
量産試験段階, 生産準備段階, および生産開始段階と目標や期限が明確にされて進捗する｡ こ
れらの知識は一次層サプライヤーにも共有されており, こうした知識の共有がサプライヤーの
活動を調整する複雑性を減少させる｡ たとえば, サプライヤーが新技術を提案したり新方法を
導入したりできるのは, コンセプト段階までの窓口に限られている｡ それ以外の時期には, サ
ブシステムや部品の再設計を伴わない範囲での漸進的なコスト改善に焦点を当てなければなら





































目標に追随するためには, 広範な製品開発能力を持たなければならない｡ たとえば, カルソニ
ックは世界中で ,   人の従業員がいるが, そのうち ,   人 (  ％) が製品開発にかかわる
技術要員となっている｡ ところが, 日本国内に限定するとカルソニックの従業員 ,   人のう
ち, じつに ,   人 (  ％) が製品開発に従事しているのである｡
なぜこのようなサプライヤーの製品開発能力の蓄積が行なわれたのであろうか｡ 日本の生産
ネットワークは階層構造になっている  )｡ よりよい仕事機会をえるためには, 階層制の階段を
立教経済学研究 第  巻 第１号     年   
  ) リッカー＝カマスは別の論文において, 日本の製品開発プロセスが生産工程における ｢かんばんシ
ステム｣ と類似の方式として運用されていることを, 次のように論じている｡ ｢一般的に, 多くの管
理者が知っているように, 日本の自動車メーカーは価格, 配送期日, 性能, および空間の制約条件の
目標を慎重に考慮してサプライヤーたちに出撃命令を下す｡ それからサプライヤーは開始し, これら
の目標に合うように設計する｡ 通常, それらを逸脱する余地はほとんどない｡ ひとりのサプライヤー
による逸脱は, 相手の部品システムの設計にかかわりを持つであろう｡ だから, 設計は有名なかんば
んシステムとある意味で類似した 『プル・システム』 である｡ それは, 目標や交渉できない期限とい








表４に示されているのは, 製品開発にかかわる平均の技術要員数であり, 技術管理者, 製品
































刊経済研究』   巻３号,     年  月), 中村圭介, 橋元秀一 『生産分業構造と労働市場の階層性―自
動車産業編―』 (日本労働研究機構,     年), 藤本隆宏, 清 一郎, 武石 彰 ｢自動車産業のサプラ
イヤーシステムの全体像とその多面性｣ (『機械経済研究』   号,     年５月) を参照｡
                                             














定的投資を行ない効率的な生産や取引が可能になる｡ これが日本型モデルである｡ しかし, 特
定的投資が行なわれるならば, 自己利益を追求する機会主義的行動が生じるかもしれない｡ こ
のような機会主義を避けるとすれば, 特定の部品を多数のサプライヤーから調達する必要が生









立教経済学研究 第  巻 第１号     年   
  )                                                                                                                   . また部品調達における誘因に焦点を当
てて考察したものに, 三輪芳朗 ｢下請関係：自動車産業のケース｣ (東京大学 『経済学論集』   巻３
号,     年  月), 伊藤秀史, ジョン・マクミラン ｢サプライヤー・システム｣ (藤本隆宏, 西口敏宏,













きる｡ しかし第二期間では, それが取引の最終期間と仮定されているので, 転換の脅威は働か





















かった｡ これにたいし並行調達は, 多数調達にかかる費用を軽減しつつ, 転換の脅威をインセ
ンティブとして用いることができるのである｡ このようにリチャードソン・モデルは, 買い手
によるサプライヤーの転換の脅威により高いパフォーマンスをもたらす誘因を説明するもので
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ように, 日本ではほとんどのケースで目標価格が広く用いられている｡ しかしまた, 競争入札
や交渉も同時に用いられていることも看過できない｡ 目標価格は攻撃的に設定されており, サプライヤーがコスト削減に積極的に取り組まなけ
れば利潤は生み出せないようになっている｡ そこで, サプライヤーは価値工学 (  ) や価値








































らない｡ しかし一度注文を受けると, 契約は製品寿命までは継続する｡ 日本の長期契約は契約




そこに, いわゆる無理がとおる関係が生じるのである｡ 日本においては部品供給には競争相手がおり, 管理された競争が見出される｡ 日本のサプ
ライヤーは製品開発の設計段階から複数の競争相手と競い合わねばならない｡ 日本の自動車メ
ーカーは生産車種を多様化しており, 部品の共通化が進んでいるとはいえ, 異なった車種には























  ) 戦後日本経済における下請・系列関係の変化については, 渡辺幸男 ｢下請中小企業と系列｣ (一橋
















ろう｡ そのような関係においては, 買い手はサプライヤーを信頼しなければならず, サプライ
ヤーは買い手を信頼しなければならない｡ 買い手も売り手も相手を裏切ることによる損失が,
これまでに築き上げた特定的資産により莫大なものになっている｡ だからこそ, 信頼しなけれ






































よって, 親企業の指揮・管理を受け入れざるをえなくなる｡ なぜなら, 分割された自立的単位


























バルプラン (   ) を実施している｡ そのなかには主力工場閉鎖やサプライヤー数の削減,
購買費の  ％削減, さらに非中核的資産の売却が含まれており, 系列の解体が進められたとい
う議論はまったくの誤りだ, というわけではない｡ だが, それが系列の解体といえるかどうか

























引関係は強化された｡ 購買担当者, 技術者, サプライヤーはチームワークを行ない, 顧客の要
求を満たすスペックを作り出すように協力したのである  )｡ 競争力のあるサプライヤーとの協
力関係によって, 最高の技術水準, 品質, コスト, および納期を確保することがリバイバルプ
ランで目指されたのである｡
このように   は, １兆円のコスト削減,  ,   億円相当の非中核的資産の売却により日








立教経済学研究 第  巻 第１号     年   
  ) 日産の開発拠点であるテクニカルセンターでは, ｢ゴーン改革｣ によって部品ごとに設計技術者と
購買担当者が席を並べて一緒に仕事ができるように配置換えを行なった｡ それにより意見交換が頻繁
に行なわれ, 車種や部品点数の削減が大幅に進んだ｡ また価格交渉の場に技術者が同席することによ
って, 価格の引き下げがどこまでできるか理詰めで納入業者を説得する態勢ができたという｡ その結
果,     年度末目標の購買費削減額 ,   億円がこの３月末にも達成できる見通しである (『朝日新
聞』     年２月９日夕刊)｡
                                             
